平成２２年６月８日
平成２２年第２回奥多摩町議会定例会会議録

平成２２年６月　８日　開会
平成２２年６月１１日　閉会

西多摩郡奥多摩町議会事務局
平成２２年第２回奥多摩町議会定例会　会議録
１．平成22年６月８日午前10時00分、第２回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席議員は、次のとおりである。

第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし
４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　大野　　尚君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　清水　信行君　　　総務課長　　原島　　肇君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　若菜　伸一君
　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君
水道課長　　井上　永一君　　　教育課長　　清水　　明君
　病院事務長　　川村　文雄君
　　
　　　　　　　
　
平成２２年第２回奥多摩町議会定例会議事日程［第１号］

　　　　　　平成２２年　６月　８日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前１０時００分開会・開議
会　期　平成２２年６月８日～６月１１日（４日間）
	日程
	議案番号
	事　　　　件　　　　名
	結　果

	１
	―――
	議長定例町議会開会・開議宣告
	―――

	２
	―――
	１番　師岡　伸公議員

会議録署名議員の指名
２番　酒井　正利議員

	３
	―――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	―――
	議会関係諸報告
	―――

	５
	―――
	町長あいさつ
	―――

	６
	議案第44号
	専決処分の承認を求めることについて

（平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号））
	原案承認

	７
	議案第45号
	専決処分の承認を求めることについて

（平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第４号））
	原案承認

	８
	議案第46号
	専決処分の承認を求めることについて

（平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号））
	原案承認

	９
	議案第47号
	専決処分の承認を求めることについて

（奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例）
	原案可決

	10
	議案第48号
	専決処分の承認を求めることについて

（奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）
	原案承認

	11
	議案第49号
	専決処分の承認を求めることについて

（奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負変更契約の変更について）
	原案承認

	12
	議案第50号
	専決処分の承認を求めることについて

（奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負変更契約の変更について）
	原案承認

	13
	報告第１号
	平成21年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書について
	―――

	14
	議案第51号
	奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	15
	議案第52号
	奥多摩町一般職の職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	16
	議案第53号
	奥多摩町固定資産評価審査委員会委員の選任の同意を求めることについて
	原案同意

	17
	議案第54号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その12請負契約について
	原案可決

	18
	議案第55号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その13請負契約について
	原案可決

	19
	議案第56号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その14請負契約について
	原案可決

	20
	議案提出議案

第４号
	奥多摩町議会議員定数条例
	原案可決

	21
	議員提出議案

第５号
	奥多摩町議会議員定数条例に関する附帯決議
	原案可決

	22
	―――
	陳情書の受付について
	陳情第１号
	総務文教常任委員会付託

	
	
	
	陳情第２号
	経済厚生常任委員会付託

	
	
	
	陳情第３号
	総務文教常任委員会付託


（午後１時51分　散会）

午前10時00分　開会･開議

○議長（澤本　　章君）　皆さん、おはようございます。
　これより平成22年第２回奥多摩町議会定例会を開会します。

直ちに本日の会議を開きます。
　日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。本件につきましては、会議規則第115条の規定により議長において指名します。

　本定例会の会議録署名議員に１番師岡　伸公議員、２番酒井　正利議員、以上２名を指名します。
　次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。本件につきましては去る６月１日、議会運営委員会が開かれ本定例会の運営について協議が行われておりますので、その結果を議会運営委員会委員長　師岡　　智議員よりご報告願います。師岡　　智議員。
［議会運営委員会委員長　師岡　　智君　登壇］
○議会運営委員会委員長（師岡　　智君）　皆さん、おはようございます。

平成22年第２回奥多摩町議会定例会の運営について、去る６月１日、議会運営委員会を開催しましたので、その協議結果を報告します。

　初めに、本定例会の会期でありますが、提出された案件を審議の結果、本日６月８日から６月11日までの４日間とすることに決定いたしました。

　次に、会期中の諸日程でありますが、配布してあります会議予定表をご覧ください。
　本会議につきましては本日６月８日と６月11日の２日間とし、総務文教常任委員会並びに経済厚生常任委員会を、本日の本会議終了後に開会することに決定いたしました。

まず、本日の本会議でありますが、会議録署名議員の指名及び会期の決定、議会関係諸報告に続いて、本定例会の開会にあたり町長よりあいさつがあります。あいさつ終了後議案が上程されますが、審議内容について申し上げます。
配布してあります議会運営委員会結果一覧表をご覧ください。
議案第44号から議案第46号までの平成21年度補正予算の専決処分の承認を求める３議案については一括上程とし、採決については即決と決定しております。

次に、議案第47号、第48号の条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求める２議案については単独上程とし、採決については即決と決定しております。

次に、議案第49号、第50号については、企画財政課長から概要説明を行い、その後、担当課長より捕捉説明を行ないます。

また、議案第50号は契約の相手が清水土木建設株式会社となっておりますので、９番清水議員には上程前に退席いただくことになります。

次に、報告第1号については繰越明許費繰越計算書の報告があります。

次に、議案第51号、議案第52号の条例の一部改正については、それぞれ単独上程とし、採決については即決としております。

次に、議案第53号　奥多摩町固定資産評価審査委員会委員の同意を求めることについては、単独上程の即決とし、採決については無記名投票と決定しております。

次に、議案第54号から議案第56号までの下水道管渠建設工事請負契約の３議案については、関連がありますので一括上程とし、採決については即決と決定しております。

なお、工事請負契約の３議案については企画財政課長から概要説明を行い、その後、担当課長より捕捉説明を行ないます。

次に、議員提出議案第４号　奥多摩町議会議員定数条例、議員提出議案第５号　定数条例に関する附帯決議については単独上程とし、採決については即決としております。
次に、陳情の受付でありますが、閉会中に受け付けた陳情は３件であります。陳情の内容については配布してあります写しをご覧ください。受け付けした陳情については、本日開催される総務文教常任委員会並びに経済厚生常任委員会において、陳情第1号、３号については総務文教常任委員会、陳情第２号については経済厚生常任委員会に付託することに決定しておりますので、各委員会において審議をお願いいたします。
　以上が提案された議案及び受け付けした陳情に対する、上程別及び採決別取り扱いの結果であります。
　次に、本会議２日目でありますが、６月11日に再開いたします。この日は一般質問であります。通告者は６名であり、通告順に行いますので簡潔な質問、応答をされるようご協力をお願いいたします。

　また、同日、11日の一般質問終了後に総務文教常任委員会で審議された２件の陳情、並びに経済厚生常任委員会で審議された１件の陳情の採決を行います。採決の結果、採択すべきものと決定され採択された場合、暫時休憩をとり、追加日程として常任委員会委員長が提出者となり常任委員会において「採択すべきもの」に挙手をいただいた議員が賛成者となり、意見書の提出について、議員提出議案を提案していただくことになります。陳情採決後、あるいは追加日程終了後に町長よりあいさつがあり、第２回定例会は閉会となります。

　以上が議会運営委員会の協議結果であります。本定例会の運営が効率的、かつ、円滑に進行しますよう、議員各位のご協力をお願い申し上げ、議会運営委員会委員長の報告とします。
○議長（澤本　　章君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。
　お諮りします。本定例会の会期は本日から６月11日までの４日間とし、議案の上程別及び採決別についても併せて委員長の報告のとおり決定したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から６月11日までの４日間とすることに決定しました。

　なお、本定例会の会議日程につきましては、配布してあります会議予定表のとおり進めたいと思います。ご協力をよろしくお願いします。
　また、本日の日程はお手元に配布のとおりであります。
　次に、日程第４　議会関係諸報告でありますが、議会関係の閉会中の諸報告及び監査委員の例月出納検査報告については、お手元に配布のとおりであります。
　次に、閉会中に各常任委員会が開かれておりますので、その概要をまず総務文教常任委員会委員長　前田　悦男議員から報告願います。前田　悦男議員。
［総務文教常任委員会委員長　前田　悦男君　登壇］
○総務文教常任委員会委員長（前田　悦男君）　議会閉会中に開催した総務文教常任委員会の委員長報告を行います。
　本委員会は去る５月21日、午前10時より本委員会全委員７名の出席のもと、町立古里小学校及び学校給食センターの視察を行ないました。

　最初の視察場所である古里小学校では、校長先生から学校要覧、学校経営方針により学校の状況について説明を受けました。委員からは、地域との連携について、郷土芸能への児童の参加について、あいさつについて、給食費について、登下校の交通機関ダイヤについてなどの質疑がありました。

　質疑応答の際、古里小学校出身の主に３名の師岡委員、澤本委員、小林委員から昭和20年から30年代のめずらしいエピソードが語られ、大変興味深い、歴史的な貴重な話が盛りだくさんありました。

　また、給食費の滞納対策については、当町では教職員の手を煩わせることなく、教育委員会で担当し、スムーズに行なっているとのことでした。

　次に、この４月に完成した学校給食センターの視察を行ないました。まず建物内の視察後、教育課の学務係長よりセンターの建設関係資料及び職員、給食の稼働状況の説明を受けました。

　委員からは給食費の滞納状況について、地産地消についてなどの質疑がありました。

　視察した感想では、衛生的ですばらしい施設であり、また、太陽光発電の設置は将来を見据えたすばらしい試みであると感じました。

　また、給食の試食は味もよく量的にも十分であり、児童・生徒も満足できるのではないだろうか、などという話が多くありました。

　　以上で総務文教常任委員会委員長報告といたします。
○議長（澤本　　章君）　総務文教常任委員会委員長の報告は以上のとおりであります。

　次に、経済厚生常任委員会委員長　清水　典子議員から報告願います。清水　典子議員。

［経済厚生常任委員会委員長　清水　典子君　登壇］

○経済厚生常任委員会委員長（清水　典子君）　議会閉会中に開催した経済厚生常任委員会の委員長報告をいたします。

　本委員会は去る５月26日、午後１時15分より本委員会全委員７名の出席のもと、ケアハウス「幸房の家」の視察を議会事務局職員の随行のもとに行ないました。

　最初に幸房の家の施設長のごあいさつをいただき、その後、概要について施設長から説明を受けました。ケアハウスとは軽費老人ホームの一つに位置づけられている福祉施設で、事業者と入居者の契約によって利用でき、加齢とともに身体機能が低下してもできるだけ長く自立した生活が営めるように、設備面、運営面に配慮されている施設です。入居者は自炊できない程度の健康状態にあり、独立して生活するには不安が認められる60歳以上の方が対象とされ、現在は20名の方が入居されているとのことでした。

　次に、障害者自立支援法について説明を受けました。その中で新しい政権は障害者自立支援法は廃止すると宣言をしていたが、現在は先行きが不透明であるとのことでした。

　その後、質疑応答に入り、措置制度から申請主義に変わり、事務処理などが大変で複雑になりました。また、成年後見制度の対応については、本人の意思でということになると、知的障害を持った人には判断ができづらいこと、費用負担が高過ぎることなど今後の課題が多いとのことです。

　また、地域での引きこもりの方が多い。町は人的なつながりはいい部分がある。などの意見交換を行ないました。

　最後に施設長からこの障害者自立支援法について、「措置制度は40年続いてきたが、この法の施行で知的障害者は契約能力がないため犠牲になる。知的障害者の立場にあった制度であってほしい」と語っておられました。

　その後、幸房の家の見学を行い、入居者の方がたとお話を交わす中で顔見知りの方にお会いすることができ、なつかしくお話を交わすことができました。

　町内にこのような施設があることは、日常生活に不安な方やひとり暮らしの方にとっては安心して暮せる家として、視察させていただきましたことは大変有意義なことでした。

　以上で経済厚生常任委員会委員長報告といたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で閉会中の諸報告は終わりました。
　次に、本定例会の開会にあたり、町長よりあいさつがあります。河村　文夫町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　おはようございます．
本日、平成22年第２回奥多摩町議会定例会を招集させていただきました。

　町も緑濃い美しい季節となりましたが、本年も穏やかな天候に恵まれ多くの人びとに来訪いただき、観光産業等地域の活性化が図られることを願っております。

　また、町内21地域においては、自治会長さんの改選の年であり、７名の新しい自治会長さんが選出され自治会活動が出発するとともに、自治会連合会長には引き続き棚沢自治会長の高橋邦男氏が選出されました。

　私は地域住民の諸問題については、21の地域自治会長さんのご協力と緊密な連携のもと、今後も「安全・安心」して、住みやすいまちづくりを推進してまいりますので、さらなる議員皆様のご理解、ご支援をお願い申し上げます。

  次に、今定例会に提案いたします議案等につきまして申し上げます｡
　議案第44号から議案第50号までの７議案につきましては、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分をしたので、同条第３項の規定により、これを報告し承認を求めるものであります。

　専決第１号「平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）」の主な内容は、東京都市町村総合交付金が確定したことに伴い、後年度の安定財源対策として、公共施設整備基金繰入金の全額繰戻し、及び今後の下水道債等起債の償還のための減債基金の積立の積み増しを行なったものであります。

　最終確定いたしました平成21年度市町村総合交付金は14億7,400万円で、平成20年度確定額と比較いたしまして１億6,100万円、12.3％の増となりました。

　専決第２号「平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）」は、療養給付費の増加に伴い歳入歳出の総額を変更せず、歳出科目の組み替えを行なったものであります。

　専決第３号「平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、下水道管渠建設工事の減額に伴うものであります。

　専決第４号「奥多摩町賦課徴収条例の一部を改正する条例」及び専決第５号「奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例」については、法律、政令の公布、施行に伴い、関係条例の一部を改正したものであります。

　専決第６号「奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負変更契約の変更について」及び専決第７号「奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負変更契約の変更について」は、請負変更契約を行なったものであります。

報告第１号「平成21年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書について」は、平成22年度一般会計予算として執行するため、地方自治法の規定に基づき手続を行なったものであります。

議案第51号「奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」及び議案第52号「奥多摩町一般職の職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例」については、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を伴う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律等の施行に伴い、規定を整備する必要があるためであります。

議案第53号「奥多摩町固定資産評価審査委員会委員の選任の同意を求めることについて」は、委員である清水村司氏が平成22年６月19日で任期満了となるので、後任として清水村司氏を選任しようとするものであります。

議案第54号から議案第56号までの３議案については、下水道事業の請負契約の議決を求めるものであります。

以上、専決処分７件、条例の一部改正２件、人事案件１件、報告１件、契約案件３件、計14件の議案等を提案させていただきますが、いずれも事務執行上、必要不可欠な議案でありますので、ご審議をいただきご議決をいただきますようお願い申し上げ開会のごあいさつといたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で町長のあいさつは終わりました。
　これより議案審議に入ります。
　日程第６　議案第44号　専決処分の承認を求めることについて（平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号））、日程第７　議案第45号　専決処分の承認を求めることについて（平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第４号））、日程第８　議案第46号　専決処分の承認を求めることについて（平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号））、以上３件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。副町長。

［副町長　村木　義雄君　登壇］

○副町長（村木　義雄君）　議案第44号から議案第46号までの３議案につきましては、地方自治法第179条第１項の規定により、平成21年度一般会計、国民健康保険特別会計、下水道事業特別会計の補正予算について、年度末であり、議会を招集する時間的余裕がないことから平成22年３月31日、専決処分したので報告し承認を求めるもので、一括して説明申し上げます。

　議案第44号　専決処分の承認を求めることについて、次のページ、専決処分書でございます。平成21年度奥多摩町一般会計について補正を行いました。

　理由でございますが、都支出金等の交付決定によりまして、後年度の財政運営に資するため専決を行ったもので、次の補正予算書をご覧ください。

　平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございます。

　第１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億6,448万7,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ64億6,251万6,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

　１ページをお開きください。

　歳入について説明申し上げます。

　地方譲与税は地方揮発油譲与税17万円減、自動車重量譲与税22万3,000円増で、差引５万3,000円を追加し3,482万5,000円に、利子割交付金32万5,000円を追加し448万7,000円に、配当割交付金4,000円を追加し135万6,000円に、株式等譲渡所得割交付金５万3,000円を減額し57万円に、地方消費税交付金57万2,000円を追加し7,201万7,000円に、地方交付税は特別交付税2,109万2,000円追加し13億5,292万円に、交通安全対策特別交付金32万4,000円を減額し247万6,000円とするもので、これらはいずれも交付決定によるものでございます。

　次に、都支出金の都補助金３億286万円の増、都委託金44万9,000円の減で、計３億241万1,000円を追加し、25億1,773万2,000円とするものでございます。

　この内容でございますが、都補助金では総務費で市町村総合交付金３億404万6,000円の増、土木費で市町村土木費補助118万6,000円の減で、東京都の補助金交付決定に伴うもの、委託金では衆議院議員選挙費委託金の確定に伴い、44万9,000円を減額するものでございます。

　次に、財産収入は栃久保宅地１区画の分譲により322万円を追加し3,578万5,000円に、２ページでございます、

繰入金でございますが、公共施設整備基金繰入金を１億300万円減額し１億7,211万9,000円とするもの、諸収入の雑入では山のふるさと村裁判の和解に伴う和解金・解決金4,018万7,000円を追加し、３億9,959万4,000円とするものでございます。

　歳入では、ただいま説明申し上げたように、それぞれ確定に伴いまして増減を行い、最終的には基金からの繰入を減額するものでございます。したがいまして、歳入合計では２億6,448万7,000円を追加し64億6,251万6,000円とするものでございます。

　次に、３ページ、歳出でございます。

　総務費の総務管理費２億6,818万8,000円を追加し10億5,425万9,000円とするもので、財政調整基金積立金4,018万8,000円増、減債基金積立金２億2,800万円増でございます。

　次に、土木費は下水道費で下水道事業特別会計繰出金329万2,000円減額し、８億1,101万1,000円とするものでございます。

　総務費、土木費のその他の科目につきましては、従前、基金繰入金等で充当しておりました財源について、それぞれの補助金等が確定をいたしましたので財源組替を行い、歳出合計は予備費で40万9,000円減額調整を行い、歳入と同額の２億6,448万7,000円を追加し64億6,251万6,000円とするものでございます。

　以上、説明申し上げましたとおり平成21年度末で一般会計の補正を行い、後年度の財源調整をさせていただいたという内容でございます。

　以上で議案第44号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第45号　専決処分の承認を求めることについて、次のページ、専決処分書でございますが、平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計について補正を行ないました。

　理由でございますが、療養給付費の増加により専決を行ったもので、次の補正予算書をご覧ください。

　平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございます。

　第１条　既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもので、１ページの歳出で、保険給付費の療養諸費の一般被保険者・退職被保険者等療養給付費875万3,000円の増、高額療養費324万9,000円減で差引550万4,000円を追加し、５億4,442万3,000円に、共同事業拠出金550万4,000円を減額し7,970万5,000円とするもので、総額の変更はありません。

　以上で議案第45号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第46号　専決処分の承認を求めることについて、次のページ、専決処分書でございますが、平成21年度下水道事業特別会計について補正を行いました。

　理由でございますが、下水道事業に係る工事請負契約の変更に伴い専決を行ったもので、次の補正予算書をご覧ください。

　平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、

　第１条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ329万2,000円を減額し、歳入歳出それぞれ10億5,630万8,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもので、１～２ページをお開きください。

　歳入で一般会計繰入金を329万2,000円減額し３億383万8,000円に、歳出の下水道事業費329万2,000円を減額し８億7,728万6,000円とするもので、歳入歳出それぞれ329万2,000円減額し10億5,630万8,000円とするものでございます。

　以上で専決処分の承認を求めることについての平成21年度補正予算３件の説明を終わらせていただきます。

　慎重なるご審議を賜り、ご承認をいただきますようお願い申し上げまして、提案の説明とさせていただきます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第44号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。１番師岡　伸公議員。

○１番（師岡　伸公君）　一般会計の補正の方なんですけれども、年度当初にいつも予算の概要というのを頂戴しまして、その中に過去５年の一般会計財政規模の推移というふうな数字が載っております。過去３、４年については年度当初予算と最終的な決算の数字というのはそんなに大幅な動きはなかったように、私は細かくは見ていないのでわからないんですが、そういうふうに感じていますが、先ほど町長からもご報告がありましたように20年度から21年度は12.3％の増と、そんなふうな形で見てみますと、この１、２年は非常に最終的な交付金の増額ですとか、そういうふうな動きが見えるんですけれども、その辺の流れといいますか、背景といいますか、ここ２、３年の経緯、いろんな事務事業の見直しとか、そういうものも含めてでしょうけれども、ちょっと解説をしていただければありがたいかなと思います。よろしくお願いします。

○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡　伸公議員のご質問にお答えします。

　特に最近２、３年の例でございますけれども、東京都の総合交付金が、年々都財政が厳しくなる中でも好調に市町村の財政状況を勘案して伸ばしていただいております。今回、特に３億円以上の総合交付金を当初予算に比べて交付をいただいたという中には、町長が再三、東京都の財政当局の方に伺いまして、当町は下水道が開始をされて非常にお金がかかるということで、今年度につきましても１億円の上乗せをいただいている。さらにまた当町につきましては、再三、議会でお話してございますように、３年間で行政改革を積極的に進めて職員を３年間で１割削減したと、また、税の徴収率も他の市町村に比べて非常に努力をしているというような行政努力が東京都から評価を受けまして、最近、特に総合交付金の上乗せをいただいて何とか町の財政も助かっているような状況でございます。

○議長（澤本　　章君）　ほかに。14番島崎　利雄議員。

○14番（島崎　利雄君）　13ページの先ほど町長からも若干説明があったようですが、今、言われている東京都の交付金でありますが、町長のお話ですと、公共事業のためにこの予算を積み立てておいて、特に下水道事業などの費用に使う、というような趣旨のことを言われたと思うんです。

　それと同時に、その下に財政状況という、まちづくり振興割みたいな言葉が載っています。これは5,100万円ですか。ということで、これなどは例えば具体的には東京都の方から既にやっている成果の上でこういうものがあるのか。それからその下も、これは数字は少ないわけですが、これの内訳を教えていただきたい。

　それからもう一つは山のふるさと村のことで、裁判所で和解が成立したということで、ここに数字も載せられております。これは住民の中から町側に方に何か、もう決まったことですからこのことに関して多い少ないとかいう議論はないにしても、決まった結果が不公平ではないか、という住民の声も、私は全部を聞いて歩いたわけではありませんが、それぞれの個人・団体もありますが、そういう声も上がっていることも事実です。町がどうこうというわけにはいかないにしても、その辺を行政がどのように見られているのか、評価というか、もしそれらの見解がありましたらお答えいただきたいというふうに思います。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎議員のご質問にお答えいたします。

　まず、総合交付金につきましては全体で14億7,404万6,000円ということで、これは昨年の最終的な交付決定額に比べて、先ほど町長からもございましたけれども、１億6,100万円の増額ということであります。

　まず、財政状況割ですけれども、これはそれぞれの市町村の財政状況によって東京都の方でその内容をご判断いただくということで30％、これが財政状況割として交付をされます。

それと、その下にあります、まちづくり振興割、これは道路とか建物とか、いわゆるハード事業に対しまして国都の補助金をいただいた後の、それは一般財源でうめるわけでございますけれども、これに対する支援ということで実績としては平均75％ということでございますけれども、当町につきましては計算してみますと80～90％くらいの高率の充当を結果的にいただいております。

それと、地域特選事業枠というのは、これは特に西多摩地域の広域行政圏で共通した事業等関連して行なう場合に交付されるということで、地域の独特な事業でございます。当町では22年度は身近なまちづくり事業等を申請してございます。

　それと、山のふるさと村の結果についての住民皆様からの意見ということでございますけれども、町も関係者と４年にわたって裁判してございます。その中で裁判官も含めていろいろとご議論しあい、また、個々の主張をしあいながらの結果でございますので、この点についての結果の部分については、ご理解をいただきたいというふうに存じます。

○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第44号の質疑を終結します。

　次に、議案第45号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第45号の質疑を終結します。

　次に、議案第46号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第46号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第44号から議案第46号までについて、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第６　議案第44号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第44号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第７　議案第45号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第45号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第８　議案第46号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第46号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第９　議案第47号　専決処分の承認を求めることについて、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

［住民課長　浜野　武雄君　登壇］

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第47号　専決処分の承認を求めることについて、ご説明いたします。

　地方自治法第179条第１項の規定により、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例を専決処分いたしましたので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めるものです。

　次のページをお開きください。

　理由ですが、地方税法等の一部を改正する法律（平成22年法律第４号）等が平成22年３月31日に公布され、このため条例の一部を改正する必要が生じましたが、これを審議するための議会を招集する時間的余裕がございませんでしたので専決処分をしたものです。

　今回の税制改正ですが、現下の社会経済情勢を踏まえ、個人住民税における扶養控除の見直し、非課税口座内の小額上場株式等の配当所得及び譲渡所得等の非課税措置の創設、新たに介護医療保険料控除を設けるため生命保険料控除の改組、固定資産税の負担軽減措置等の整理合理化、たばこ税の税率の引き上げなどの改正が行なわれました。

　それでは条例改正文もございますが、別紙の新旧対照表により改正内容についてご説明いたします。新旧対照表１ページをご覧ください。

　第19条「納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞金」については、地方税法第321条の８、法人の市町村民税の申告納付の改正により項番号の繰り上げなどが行なわれたためでございます。

　２ページをお開きください。

　第31条「均等割の税率」の第３項中は、地方税法第312条の法人町民税の還付加算金の計算方法についての改正に伴い規定を整備するものです。

　第35条の３の２、「個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族の申告書」を新たに追加するものです。この条文は今回の所得税法の改正とともに、地方税法も同様に扶養親族の見直しが行われたことによるものです。年少16歳未満、扶養控除33万円を廃止、また、16歳以上19歳未満の特定扶養親族に係る扶養控除の上乗せ部分12万円を廃止するものです。この追加条文は住民税においては非課税限度額制度などに活用するため、年少扶養控除の廃止等の後も町が扶養親族に関する事項を把握できるよう規定するものです。

　３ページの第４項については、扶養親族の申告を電磁的方法によることもできる規定であります。

　35条の３の３「個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書」については、公的年金等受給者に係る者で、前条と同様な理由で追加規定するものです。扶養控除の見直しに係る改正は、平成24年度課税からとなります。

　４ページをお開きください。下段をご覧いただきたいと思います。

　第43条「給与所得に係る個人の町民税の特別徴収」は、給与所得のある方で、なおかつ65歳未満で公的年金等所得のある方は、その所得割額を給与所得に合算して特別徴収、つまり給与天引の方法で納付することの規定です。旧条文では、公的年金等所得のある65歳未満の方は、その所得割額を給与所得の特別徴収の額とは別に普通徴収、納付書、あるいは口座振替の方法で納付しなければならないことから、わかりにくく煩雑であるという理由で改正するものです。

　次のページの第４項及び第５項を繰り下げ、第４項を追加し、65歳以上の方は従前どおりの扱いとするものです。このページの第44条から８ページの第49条までは地方税法並びに改正条例の条文の繰上げ、繰り下げ等に伴う文言整理等でございます。

　８ページの下段をご覧ください。

　第97条「たばこ税の税率」については、1,000本につき3,298円を1,320円引き上げ4,618円に改めるものです。１本につき1.32円の町たばこ税が増税となります。本年10月１日から施行となります。また、同時に販売小売店の手持品課税が行なわれます。

　９ページをご覧ください。

本則の附則です。

第10条の２は、18年度の改正事項を再延長し規定するものです。

第13条の読み替え規定、現在、課税停止中の特別土地保有税の非課税に係る読み替え規定を削除し、第13条の２を第13条とし、第13条の３を削除するものです。

第14条の２「たばこ税の税率の特例」で、旧３級品たばこを1,000本につき1,564円を626円引き上げ2,190円に改めるものです。旧３級品とは「わかば」、「エコー」、「しんせい」、「ゴールデンバット」、「ウルマ」、「バイオレット」の６種類の紙巻たばこであります。

　第17条の３「非課税口座内上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例」は、証券会社などに開設した非課税口座内の小額上場株式等に係る配当所得、及び譲渡所得の非課税措置の創設をするもので、所得税の自動影響でございます。金融所得税の一体化の取り組みの中で個人の株式市場への参加を促進する観点から、平成24年度から実施される上場株式等にかかる20％本則税率化にあわせて導入するものです。

　10ページの下段、第18条の４「条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町民税の課税の特例」から13ページの上段、第18条の５「保険料に係る個人の町民税の課税の特例」の条文中、租税条約実施特例法を租税条約等実施特例法に改めるものです。これは外国との条約、さらに今回の改正で協定が加えられたことによるものです。国境を越える経済活動に対する課税権を調整することにより国際的な二重課税を回避し、２国間の投資交流を促進すること、また、税務当局機関の国際協力を推進することにより、脱税を防止することを主な目的としております。

　13ページをご覧ください。

　改正附則でございます。

（施行期日）

第１条　この条例は、平成22年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は当該各号に定める日から施行する。

　第１号の租税条約等実施特例法の施行日は本年６月１日となります。

　第２号のたばこ税関係規定の施行日は本年10月１日となります。

　第３号の給与所得者及び年金受給者の扶養親族申告に関する規定の施行日は、平成23年１月1日となります。

　第４号の非課税口座内の小額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得の非課税措置の規定の施行日は、平成25年１月１日となります。

　第２条から第４条の経過措置については記載のとおりでございます。

以上、平成22年３月31日をもちまして専決処分いたしました、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。

ご審議を賜りご承認くださいますようお願い申し上げます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開といたします。

午前10時59分　休憩

午前11時15分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これよりただいま上程の議案第47号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。14番島崎　利雄議員。

○14番（島崎　利雄君）　いつものことながら非常にわかりにくい、難しい状況が多々あるというのが現状です。そういう立場から町におけるこの税制改正、いろいろありますが、今の段階で数字はわからないと思うんですが、プラスマイナスどういう状況が出るのか。大枠で結構ですから教えていただきたい。

　それから住民に負担がかかる。例えば扶養控除が33万円ですか、先ほどの説明にも出ていましたが、なくなるというような説明があったかと思うんです。私の勘違いかどうか。そういうことを含めて、この税制改正の中で住民にとってプラスマイナスという点がどのような形で出るのか、細かくは結構ですから大枠で教えていただきたいということです。

　以上。

○議長（澤本　　章君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎議員のご質問にお答えします。

　１点目の影響ですが、今年度、影響するものについては、10月１日からたばこ税が引き上げられます。全体で国と地方を合わせまして、１箱あたり244.88円引き上げれるということでございます。町税分については１箱あたり26.4円引き上げられるということで、申告については10月分からですから11月から３月までの申告になります。21年度のたばこ税が全体で2,476万2,444円となる予定でございます。これに当てはめますと366万7,372円、町の税収が上がるということでございます。

　ただ、税率を引き上げますと喫煙者の方が少なくなるということで、このとおりにはなかなかいかないということでございます。

　さしあたり今年度、影響が出るのはたばこ税でございます。

　24年度分から扶養控除の関係で税が、控除額が少なくなりますので各町民の方の負担が増すということでございます。ただ、一般扶養控除で16歳未満の方についてが廃止になるということで、それは子ども手当の対象となっております。その分がなくなるということでございます。

　それと、特定扶養控除、現在、16歳以上23歳未満の方がございますが、今、45万円のところが12万円引き下げられまして33万円になるということです。これは18歳から16歳の３年間ですので、これは高校無償化の対象となっているということでございます。24年度の町民税から変わってくるということでございます。

　その影響額というのは町の方でつかんでおりません。ちなみに21年度で一般扶養、ですから16歳未満の方と23歳以上の方が一般扶養の対象、それから65歳未満までが対象となります。その方が一般扶養でとらえているのが379名でございます。去年、21年１月1日現在で16歳未満の方が510人、23歳から65歳未満の方が3,110名おられますので、その点で影響額はわからないということでございます。

　特定扶養親族についても192名の方が21年度、特定扶養控除をとられております。16歳から22歳までで321名おられますので、必ずしも全部の方がとられるということではないものですから、こちらではちょっと試算できないということでございます。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第47号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第47号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第９　議案第47号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第47号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第10　議案第48号　専決処分の承認を求めることについて（奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

［住民課長　浜野　武雄君　登壇］

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第48号　専決処分の承認を求めることについて、ご説明いたします。

　地方自治法第179条第１項の規定により、奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を専決処分いたしましたので、同条第３項の規定により、報告し承認を求めるものです。

　次のページをお開きください。

　理由ですが、地方税法等の一部を改正する法律並びに国民健康保険施行令及び国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令の一部を改正する政令（平成22年政令第56号）などが平成22年３月31日に公布され、このため条例の一部を改正する必要が生じましたが、これを審議するための議会を招集する時間的余裕がございませんでしたので専決処分したものです。

　今回の改正の内容ですが、課税限度額を引き上げること、減額賦課する際、応益割合を６割と４割を７割・５割・２割に改め、特例対象となる被保険者等に課税の特例を適応することが主な改正点でございます。

　それでは新旧対照表により改正内容につきましてご説明いたします。

　新旧対照表16ページをお開きください。

　今回の改正では、第１条で奥多摩町国民健康保険税条例（昭和34年条例第49号）の一部改正で本則と附則を改めることと、第２条で奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成21年条例第２号）の一部改正で、21年・22年度分課税の経過措置の再改正を行なう構成となっております。

　第２条（課税額）第２項の国民健康保険に要する費用の医療給付費分の基礎課税額の限度額47万円を３万円引き上げて50万円に改め、第３項の後期高齢者支援金等課税額の限度額12万円を１万円引き上げて13円に改めるものでございます。課税限度額につきましては、医療給付費分と後期高齢者支援金分及び介護納付金分を合算いたしますと、国民健康保険税の賦課限度額を69万円を４万円引き上げて73万円とするものです。

　第12条（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課）の第８項の次に第９項を新たに加えるものです。この第９項は特例対象被保険者等の月割課税の規定でございます。特例対象被保険者等とは、倒産、会社都合等による非自発的失業者で、雇用保険の特定受給資格者及び特定理由委嘱者を指すものでございます。

　第20条（国民健康保険税の減額）の規定は、第１号は総所得金額等の合算額が33万円を超えない世帯にかかる軽減割合を６割から７割に改めるものです。

第１号アの医療給付費分の均等割額１人について１万2,000円を１万4,000円に改め、同号イの後期高齢者支援金等分の均等割額１人について4,020円を4,690円に改め、同号ウの介護納付金分の均等割額１人について6,000円を7,000円に改めるものです。

　第２号は総所得金額等の合算額が33万円に納税義務者を除く被保険者、及び特定同一所得者１人につき24万5,000円を加算した金額を超えない世帯にかかる軽減割合を、４割から５割に改めるものです。

　18ページをお開きください。

　第２号アの医療給付費分の均等割額１人ついて8,000円を１万円に改め、同号イの後期高齢者支援金等分の均等割額１人ついて2,680円を3,350円に改め、同号ウの介護納付金分の均等割額１人ついて4,000円を5,000円に改めるものです。

　第２号の次に新たに第３号を加えるものです。第３号は総所得金額等の合算額が33万円に、被保険者及び特定同一世帯所得者１人につき35万円を加算した金額を超えない世帯にかかる軽減割合を、２割と規定するものです。同号アの医療給付費分の均等割額１人について4,000円に、同号イの後期高齢者支援金等分の均等割額１人について1,340円に、同号ウの介護納付金分の均等割額１人について2,000円にするものです。

　第20条の次に第20条の２（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例）を新たに加えるものです。この条文の規定は倒産、会社都合により失業された方である、特例対象被保険者等の給与所得を100分の30として課税する規定です。

　第21条の次に第21条の２（特例対象被保険者等に係る申告）を新たに加えるものです。この条文の規定は、特例対象被保険者等が離職理由その他の事項を記載した申告書を提出しなければならないこと、同条第２項で雇用保険受給資格者証などの証明書類を提出しなければならないことを規定するものです。

　附則の附則第４項、第15項、第16項については、地方税法等の改正に伴う文言の整理などでございます。

　21ページをご覧ください。

　第２条　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成21年条例第２号）の一部改正でございます。

　奥多摩町の国民健康保険税の算定方式は所得割、資産割、均等割、平等割の４方式から、23年度より所得割と均等割の２方式に移行します。21・22年度においては２方式に移行するための経過措置がとられております。このため今回の改正において、22年度分に限り減額措置に関する経過措置を再度、改正する必要が生じたものでございます。

　第12項　国民健康保険税の減額措置に関する経過措置を全部改正し、同項第１号、21ページから22ページで平成21年度分の規定をし、同項は文言の整理のみでございます。同項第２号22ページの下段から24ページまでが、平成22年度分の減額措置を規定するものです。

　本則第20条　国民健康保険税の減額の改正内容と同様に減額割合６割を７割に、４割を５割に改め、減額割合２割を新たに設けるものでございます。

　25ページをご覧ください。

　改正附則でございます。

（施行期日）

１　この条例は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第１条における附則第15項及び附則第16項の改正規定は、平成22年６月１日から施行する。

（適用区分）

２　第１条の規定による改正後の奥多摩町国民健康保険税条例の規定は、平成22年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成21年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。

　以上、平成22年３月31日をもちまして専決処分いたしました、奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。ご審議を賜りご承認くださいますようお願い申し上げます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第48号の質疑を行います。14番島崎　利雄議員。

○14番（島崎　利雄君）　先ほどと同じような質問になろうかと思うんですが、問題は住民にとって様々な数字の変化があるんですが、国保に加入されている方がたに対して増税になるような状況はどうなのか、ということであります。

　それから、国保はいつも町もそうですが全国的に国保税が高いということで、非常に滞納者が増えてきている。今、１万円下げてほしい、というような声も全国的には起きているというのも実態であります。そういうことからこの国保税、現在、町はどのくらいの滞納者がおられるのか。現在といっても今日でなくてもいいわけですが。今までのデータで滞納者が、いつも決算をするときに数字が出てきますが、そのときということではなくて出してほしい。

　それから、この変更によって国保税の負担がどのように町の負担が増えるのか、マイナスになるのか、こういう点です。私の要求は、この国保税は国庫負担が以前は一定の数字があったものが減額された経緯があるんですね。そのことによって、それこそ全国の都道府県を含めて、市町村を含めて、そういう自治体の負担割合が高くなってしまっている。それから当然、保険者の方がたにも負担が増えるという状況が出ているようであります。

　それからこの７割・５割・２割負担という減免制度が拡充されたという点がありますが、この点でまだこれからとはいえ推計では何か数字を持っておられるか。特に弱者といわれる方がたへの減免制度というものが適用されると思うんですが、その点がわかりましたら教えていただきたい。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎議員のご質問にお答えします。

　影響額ですが、今回の改正については限度額の引き上げについては該当される方が22年度は医療費分については限度額の超過の方はおられません。支援金分については１世帯２名の方がおられます。介護については２世帯４名の方が限度額超過をされるということでございます。この方が下がるということでございます。

　それから減額、今まで６割が７割減額になります。その対象者が世帯で265世帯349名の方です。５割軽減の方、４割が５割になるという方が47世帯81名の方です。それから新たに設けられる２割軽減の方が141世帯238名の方が対象となっておられます。

　それから失業者の軽減なんですが、４月から６名の方が申請されております。その方が100分の30の該当になるということで、総額で51万9,100円が軽減となります。この部分については、軽減については国民健康保険税の国保の特別調整交付金で補填されるということでございます。あと特別調整交付金と保険基盤安定制度を適用し公費補填しますよ、ということでございます。

　町負担についてはちょっと私の手元に資料がないものですから申しわけございません。

　滞納者なんですが、今年についてはまだ出ておりませんが、20年度については滞納者の方が72名、1,023万6,100円、滞納繰越しております。若干、去年、件数的には前年より11件落ちたんですが、人数的に13名増えているということで、20年度については増えてしまった。21年度についてはまだ集計しておりません。今、集計中ですので20年度の資料で答えさせていただきました。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第48号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第48号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第10　議案第48号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第48号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第11　議案第49号　専決処分の承認を求めることについて、（奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負変更契約の変更について）を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは議案第49号　専決処分の承認を求めることについて、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分をさせていただきましたので、同条第３項の規定によりこれを報告しご承認を求めるものでございます。

　専決処分書をご覧ください。

　件名は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負変更契約の変更について、でございます。

　理由でございますが、平成22年第１回奥多摩町議会定例会において、議案第38号として議決を経た奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負変更契約について、工事内容の一部をさらに変更する必要が生じたためでございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が２億3,322万7,050円、変更後の金額が２億3,109万2,400円となります。

　変更の内容につきましては担当課長より説明させていただきます。

　ご承認をいただきますようお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第49号　変更工事概要について提案のご説明をいたします。

　工事件名が奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９、工事場所が奥多摩町棚沢29番先。変更の理由でございますけれども、変更概要にございます下水道建設工事で発生しました残土の運搬先が、当初、青梅市内であったところ、奥多摩町小丹波にあります昭和石材工業所で受入ができることとなりまして、運搬距離の短縮によりまして設計変更が生じ減額となったためでございます。

　次のページにつきましては発生土処分地変更運搬経路図でございます。

　以上で議案第49号のご説明を終わります。ご審議の上、ご承認を賜りますようお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第49号の質疑を行います。11番師岡　　智議員。

○11番（師岡　　智君）　この後の議案も同じような理由で減額になっているようでございますが、減額になるということは悪いことではないんですが、この発生土処分地は東京活用土協同組合となっていますが、これは昭和石材さんの所有地で、そういったご好意によってこういう形で処分ができたということなのか、そうであれば大変ありがたいことであるし、今後もこれから下水道が大分進むわけですけれども、こういったことでまた今後もこの残土処理場が活用が可能な状況なのかどうか、その状況だけちょっと教えてください。

○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまの師岡議員のご質問に対しましてご回答申し上げます。

　この東京活用土協同組合につきましては、東京都内の残土の活用協同の組合ができておりまして、その組合に昭和石材が加入した関係で、また、昭和石材の工場の中で、その残土を分別したり、あるいは再利用できるというふうな形の施設ができた関係で、そちらの方へ搬入が可能になったということで、最終的なところへきまして変更した関係での減額になりましたので、よろしくお願いいたします。

　また、今後も受入につきましては十分できるということでお話を伺っておりますので、これから先につきましては古里の昭和石材の方に搬出になろうかと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第49号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第49号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第11　議案第49号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第49号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第12　議案第50号　専決処分の承認を求めることについて、（奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負変更契約の変更について）を議題とします。

　ここで地方自治法第117条の規定により、９番清水　典子議員には次の議案審議まで退席を求めます。

［９番　清水　典子君　退席］

○議長（澤本　　章君）　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは議案第50号　専決処分の承認を求めることについて、ご説明させていただきます。

専決の理由につきましては、議案第49号と同様でございます。

　専決処分書をご覧ください。

　件名は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負変更契約の変更について、でございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が２億2,386万5,250円、変更後の金額が２億2,287万7,200円となります。

　変更の内容につきましては担当課長より説明させていただきます。

　ご承認をいただきますようお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第50号　変更工事概要について提案のご説明をいたします。

　工事件名が奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10、工事場所が奥多摩町棚沢402番４先です。変更理由につきましては、議案第49号と同様でございますので、内容につきましては省略させていただきます。

　以上で議案第50号の説明を終わります。ご審議の上、ご承認を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第50号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第50号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第50号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第12　議案第50号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第50号については原案のとおり可決されました。

　ここで、退席された清水典子議員には自席にお戻りいただきます。

［９番　清水　典子君　着席］

○議長（澤本　　章君）　次に、日程第13　報告第１号　平成21年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書について、を報告願います。企画財政課長。

［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）  報告第１号　平成21年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書につきまして、ご説明いたします。

　平成21年度奥多摩町一般会計予算について、地方自治法第213条第１項の規定に基づく繰越しを行いましたので、地方自治法施行令第146条第２項の規定によりご報告をいたします。

　次のページをお開きください。
平成21年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書でございます。

去る３月５日の平成22年第１回定例議会においてご決定をいただきました、繰越明許費予算の地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業費につきましては、金額１億4,800万円のうち全額を平成22年度に繰越しました。財源内訳でございますが、国庫支出金が１億4,546万9,000円、一般財源が253万1,000円でございます。

次に、児童手当費（児童手当システム改修委託料）につきましては、金額378万円のうち36万9,000円を繰越しました。財源内訳でございますが、一般財源が36万9,000円でございます。

次に、地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業費につきましては、金額7,000万円の全額を繰越しました。財源内訳でございますが、国庫支出金が6,646万2,000円、一般財源が353万8,000円でございます。

次に、国庫補助消防施設整備事業費につきましては、金額957万9,000円の全額を繰越しました。財源内訳でございますが、国庫支出金が942万円、一般財源が15万9,000円でございます。
四つの事業の合計ですが、金額が２億3,135万9,000円、翌年度繰越額が２億2,794万8,000円、既収入特定財源が２億1,193万1,000円、未収入特定財源が942万円、一般財源が659万7,000円となります。

以上で報告第１号の説明を終わります。
○議長（澤本　　章君）　以上で報告は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時より再開といたします。

午前11時56分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第14　　議案第51号　奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

［総務課長　原島　　肇君　登壇］

○総務課長（原島　　肇君）　議案第51号　奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について、ご説明をいたします。

　理由でございますが、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律（平成21年法律第65号）等の施行に伴い、規定を整備する必要があるため、この条例を改正するものでございます。

　改正内容でございますが、３歳未満の子のある職員から当該子を養育するため請求のあった場合には、当該職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、時間外勤務をさせてはならない規定の追加、また、要介護状態にある家族の介護を行なう場合、当該職員からの請求に基づき短期の介護休暇を特別休暇の中に新設するものでございます。

　それでは改正条例ですが、新旧対照表26ページをご覧ください。

　第10条第２項に、「任命権者は３歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、前条に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項において同じ。）をさせてはならない。」の条文を加え、第２項を第３項に、第３項以下を順次繰り下げるもので、併せて文言の整理を行うものでございます。

　また、新旧対照表27ページ、第16条中　特別休暇の骨髄液提供休暇の後に「短期の介護休暇」を追加するものでございます。

　附則といたしまして、この改正条例の施行日は平成22年６月30日でございます。

　以上で議案第51号の提案のご説明を終わります。

　ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第51号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第51号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第51号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第14　議案第51号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第51号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第15　議案第52号　奥多摩町一般職の職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

［総務課長　原島　　肇君　登壇］

○総務課長（原島　　肇君）　議案第52号　奥多摩町一般職の職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について、ご説明いたします。

　理由でございますが、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行なう労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律（平成21年法律第65号）等の施行に伴い、規定を整備する必要があるため、この条例を改正するものでございます。

　改正内容といたしましては、まず改正概要でございますが、育児休業等をすることができる職員の範囲が拡大され、臨時職員、臨時的任用職員等を加えること、また、子の出生から一定期間内に最初の育児休業を取得した職員が、復帰後であっても３歳に達するまでは再度の取得が可能とすること、夫婦がともに育児休業することができること等が、法律改正により改められたことに伴いまして、育児休業を取得することができない職員について、育児休業法第２条第１項ただし書きの条例で定める特別の事情について、育児休業の承認の取消事由について、育児短時間勤務をすることができない職員について、部分休業をすることができない職員について、等必要な部分を改正する必要が生じたものでございます。

　それでは改正条例ですが、新旧対照表でご説明いたします。28ページをご覧ください。

　第２条（育児休業を取得することができない職員）では、職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく、育児休業をすることができる改正、並びに非常勤職員等に関する規定の整理を行い、第２条中第１号、第２号及び第５号、第６号を削り、第３号を第１号に、第４号に第２号に改めるものでございます。

　また、育児休業法第２条第１項ただし書きの人事院規則で定める期間を基準として、条例で定める期間として第２条の２を加えるものですが、これは産後一定期間のうちに育児休業をした者について２回目の育児休業を認めるためのもので、一定期間を57日間とするものです。

　第３条では、見出しを（育児休業法第２条第１項ただし書きの条例で定める特別の事情）に改め、夫婦が交互に育児休業等をしたかどうかにかかわりなく、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業をした後、３月以上経過した場合に再度の育児休業をすることができる等の文言の整理を行うものでございます。

　新旧対照表29ページ、第５条（育児休業の承認の取消事由）では、職員以外の子の親が常態としてその子を養育することができることとなった場合でも、育児休業の取消事由に当たらないこととするもので、第１号を削り文言の整理を行い、次のとおり改めます。

　第５条　育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、育児休業をしている職員について当該育児休業に係る子以外の子に係る育児休業を承認しようとするときとする。

　第７条（育児短時間勤務をすることができない職員）では、職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく、育児短時間勤務をすることができる改正並びに非常勤職員等に関する規定の整備を行い、第７条中第１号、第２号及び第５号、第６号を削り、第３号を第１号に、第４号に第２号に改めるものでございます。

　新旧対照表30ページ、第８条では、夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわりなく、職員が育児休業計画書を提出して最初の育児短時間勤務をした後、３月以上経過した場合に、前回の育児短時間勤務の終了から１年以内であっても、育児短時間勤務をすることができることとする文言の整理でございます。

　第11条（育児短時間勤務の承認の取消事由）では、職員が育児短時間勤務により子を養育している時間に、職員以外の子の親がその子を養育できることとなった場合でも、育児短時間勤務の取消事由には当たらないこととする改正で、第１号を削除し、第２号を第１号に、第３号を第２号に改めるものでございます。

　新旧対照表31ページ、第14条（部分休業をすることができない職員）では、職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく、部分休業をすることができることとする改正及び非常勤職員に関する規定を整備するもので、次のとおり改めます。

　第14条　育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、育児短時間勤務又は育児休業法第17条の規定による短時間勤務をしている職員とする。

　第15条（部分休業の承認）では、文言の整理を行うものでございます。

　附則といたしまして、この改正条例の施行日は平成22年６月30日でございます。

　以上で議案第52号の提案のご説明を終わります。

　ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第52号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第52号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第52号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　日程第15　議案第52号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第52号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第16　議案第53号　奥多摩町固定資産評価審査委員会委員の選任の同意を求めることについて、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

［総務課長　原島　　肇君　登壇］

○総務課長（原島　　肇君）　議案第53号　奥多摩町固定資産評価審査委員会委員の選任の同意を求めることについて、提案のご説明を申し上げます。

　次の者を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和25年法律第226号）第423条第３項の規定にもとづきまして、議会の同意を求めるものでございます。

　住所でございますが、東京都西多摩郡奥多摩町小丹波231番地、氏名　清水　村司、生年月日　昭和19年５月31日生まれでございます。

　理由でございますけれども、固定資産評価審査委員会委員　清水　村司氏が、平成22年６月19日をもって任期が満了となりますので、その後任といたしまして同　清水　村司氏を固定資産評価審査委員会委員として選任いたしたく、地方税法第423条第３項の規定にもとづきまして議会の同意を求めるものでございます。

　清水　村司氏の学歴、経歴、その他経歴及び賞罰につきましては、お手元の略歴書のとおりでございますのでご参照をいただきたいと存じますとともに、委員として適任でありますので議会のご同意をお願いするものであります。

　なお、清水　村司氏からは過日、ご内諾をいただいておりますことを申し添えさせていただきます。

　以上、ご審議をいただきご同意を賜りますようお願いを申し上げまして提案の説明といたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第53号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議案第53号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第53号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。

　よって、これより採決します。

　なお、採決は無記名投票により行います。

　議場を閉鎖します。

［議場閉鎖］

○議長（澤本　　章君）　ただいまの出席議員は13名であります。

　次に、開票立会人を指名します。会議規則第30条第２項の規定により開票立会人に４番須崎　　眞議員、５番増田ひさ子議員を指名します。

　投票用紙を配布させます。

［投票用紙配布］

○議長（澤本　　章君）　投票用紙の配布漏れはありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　配布漏れなしと認めます。

　投票箱を点検します。

［投票箱点検］

○議長（澤本　　章君）　異常なしと認めます。

　ただいまから投票を行ないます。

　日程第16　議案第53号　清水　村司君を奥多摩町固定資産評価審査委員会委員に任命することについて、これに同意することを可とする議員は賛成に、否とする議員は反対に丸印を表示の上、投票箱に投票願います。

　それでは１番師岡　伸公議員から順次投票を願います。

［投票］

○議長（澤本　　章君）　投票漏れはありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　投票漏れなしと認め、投票を終わります。

　続いて開票を行ないます。須崎　　眞議員、増田ひさ子議員に立会いをお願いします。

［開票］

○議長（澤本　　章君）　それでは投票の結果を報告します。

　投票総数13票、有効投票13票。有効投票中、賛成票13票。

以上のとおり賛成が多数であります。よって、清水　村司君を奥多摩町固定資産評価審査委員会委員に選任することについては、これを同意することに決定しました。

　議場の閉鎖をときます。

［議場開鎖］

○議長（澤本　　章君）　次に、日程第17　議案第54号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その12請負契約について、日程第18　議案第55号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その13請負契約について、日程第19　議案第56号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その14請負契約について、以上３件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第54号から議案第56号までの３議案を一括してご説明させていただきます。

　提案の理由につきましては、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第２条に定めます予定価格が5,000万円を超えますので、議会の議決を求めるものでございます。

　初めに、議案第54号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その12請負契約について、ご説明をいたします。

　契約の目的は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その12でございます。
　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。
　契約の金額は、１億7,640万円でございます。

　契約の相手方は、東京都西多摩郡奥多摩町小丹波８番地　朝日建設株式会社代表取締役　柴田日出子氏です。

　次に、議案第55号についてご説明いたします。

　契約の目的は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その13でございます。

　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。
　契約の金額は、１億9,530万円でございます。

　契約の相手方は、東京都西多摩郡奥多摩町小丹波45番地　佐久間建設株式会社代表取締役　佐久間一三氏です。

次に、議案第56号についてご説明いたします。

　契約の目的は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その14でございます。

　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。
　契約の金額は、２億2,837万5,000円でございます。

　契約の相手方は、東京都青梅市東青梅５丁目10番地３　奥多摩建設工業株式会社代表取締役　和田　徳衛氏です。
　入札調書につきましては添付のとおりでございますので、ご参照願います。
　なお、本請負契約につきましては、去る６月２日に入札を執行いたしまして、現在、仮契約を結んでおります。本日、議決をいただきますと明日９日が本契約となり、工期につきましてはいずれも平成23年３月18日を予定しております。

　工事の概要等につきましては担当課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、議案第54号の工事概要について、提案のご説明申し上げます。

　工事件名は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その12でございます。
　工事場所については、奥多摩町梅沢１番２先、梅沢地区全域がほぼ対象でございます。

　工期は平成23年３月18日まで、工事概要につきましては記載のとおりでございます。

　次のページにつきましては案内図でございます。

　次のページは配管の系統図と位置図で、赤い線につきましては国庫補助の路線で、青い線につきましては町単独の配線工事でございます。

　次のページをお願いします。配管の詳細図及びマンホールの詳細図でございます。

　次のページにつきましては、入札の調書でございます。

　以上で議案第54号の説明を終わります。
　次に議案第55号の工事概要について、提案のご説明をいたします。　
工事件名　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その13、工事場所　奥多摩町梅沢195番４先、丹三郎地区全域が対象でございます。

工期　平成23年3月18日まで。

　工事の概要につきましては記載のとおりでございます。

　次のページにつきましては、案内図でございます。
　次のページは配管系統図と位置図でございまして、赤い線が国庫補助で、青い線につきましては町単独分の工事でございます。

　次のページにつきましては、配管の標準図及びマンホールの詳細図でございます。

次のページは入札調書でございます。

以上で議案第55号の説明を終わります。

次に議案第56号の工事の概要について、提案のご説明を申し上げます。　
工事件名　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その14、工事場所　奥多摩町棚沢158番３先、これにつきましては棚沢地区の昨年度の残りの区域でございまして、白丸滝の沢橋まで配管を予定しております。　

工期につきましては、平成23年3月18日まで。

　工事の概要につきましては記載のとおりでございます。

　次のページは案内図でございます。
　次のページは配管系統図でございまして、赤い線につきましては国庫補助、青い線については町単独工事でございます。

　次のページにつきましては、位置図でございます。

次のページにつきましては、配管の標準図及びマンホールの詳細図でございます。

次のページにつきましては、入札調書でございます。

以上で議案第56号の説明を終わります。

ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第54号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第54号の質疑を終結します。

　次に、議案第55号の質疑を行います。
　質疑はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第55号の質疑を終結します。

次に、議案第56号の質疑を行います。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第56号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第54号から議案第56号までについて、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第17　議案第54号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第54号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第18　議案第55号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第55号については原案のとおり可決されました。

○議長（澤本　　章君）　次に、日程第19　議案第56号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第56号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第20　議員提出議案第４号　奥多摩町議会議員定数条例を議題とします。

　事務局長に議案を朗読させます。事務局長。
○事務局長（大野　　尚君）　議員提出議案第４号　奥多摩町議会議員定数条例。
　上記の議案を提出する。

平成22年６月８日提出。

提出者　奥多摩町議会議員　鈴木　賢一。賛成者　同　師岡　伸公、賛成者　同　酒井正利、賛成者　同　原島　伸行、賛成者　同　須崎　　眞、賛成者　同　増田ひさ子、賛成者　同　竹内　和男、賛成者　同　小澤　春義、賛成者　同　清水　典子、賛成者　同　師岡　　智、賛成者　同　前田　悦男、賛成者　同　小林　　勤。

奥多摩町議会議長殿。
理由　現況での社会情勢及び奥多摩町の財政状況等を考慮し、議員定数を２名削減し、定数を12名とする。
　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　これより提案理由の説明を提出者　鈴木　賢一議員に求めます。
［提出者　鈴木　賢一君　登壇］
○提出者（鈴木　賢一君）　議員提出議案の第４号の提案説明をいたします。

　議員定数の削減については、最も重要な懸案事項として現体制下、議会改革検討委員会を設置し、検討を重ねてきたところですが、昨年11月、次回の町議会議員選挙から２名を削減し12名とすることで結論を得て、本日ここで提案することに至ったものであります。

　なお、当町議会は議員定数以外にも様々な問題を抱えているとの認識から、議会改革検討委員会は今後も継続することし、今まで以上に住民に信頼され期待に応えられる議会づくりを念頭に置き、努力していきたいと考えております。

　以上、検討委員会の経過報告を含め提案理由の説明とさせていただきます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議員提出議案第４号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。

　以上で議員提出議案第４号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議員提出議案第４号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

○14番（島崎　利雄君）　議長。

○議長（澤本　　章君）　はい。14番島崎　利雄議員。

○14番（島崎　利雄君）　議員提出議案第４号　奥多摩町議会議員定数条例の一部を改正する条例に、反対をする立場より討論をいたします。

　町は広大な面積で集落が点在し、行政効率も非常に悪い条件が整っている状況ではないでしょうか。こういう状況の中で町政の置かれている現状は、過疎化で年間約150人もの方がたが減少をしている。まさに限界の集落は５自治会、その予備軍は約５自治会に達しているこの現状を見ても、深刻な状況ではないでしょうか。そして少子高齢化の進行、観光産業、林業などの衰退が急速に進んでいるのが今日の現状ではないでしょうか。町の活性化、さらに福祉や医療など住民の願いは強く要求が高まっている状況でもございます。そして、町政においても山積みされた問題が多く残されていることも大きな問題であります。

　この状況をどう打開するのか。議会が一丸となって取り組むことが必要ではないでしょうか。議員定数を削減ではなく、町の危機打開に向けて取り組みを強化すべきではないでしょうか。

この定数削減においては、まず第１番目に、議員定数削減は住民の民意が縮小し、住民が主人公の立場は崩壊し、議会制民主主義に反するものではないでしょうか。第２番目には、議会の役割、住民と行政のパイプ役、そして行政のチェック機関、監視役という重要な役割を担っていることであります。議会の活性化、改革に向けて全力を尽くすことが今こそ大きく求められているときであります。このことを強く要求し反対討論とするものであります。

以上です。

○議長（澤本　　章君）　次に、議員提出議案第４号にについて、原案に賛成の議員の討論を行ないます。

　ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　次に、議員提出議案第４号にについて、反対の議員の討論を行ないます。

　反対討論はありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ほかにないようですので、以上で議案第４号の討論を終結します。

　これより採決します。

　日程第20　議員提出議案第４号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］

○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議員提出議案第４号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第21　議員提出議案第５号　奥多摩町議会議員定数条例に関する附帯決議を議題とします。

事務局長に議案を朗読させます。事務局長。
○事務局長（大野　　尚君）　議員提出議案第５号　奥多摩町議会議員定数条例に関する附帯決議。
　上記の議案を提出する。

平成22年６月８日提出。

提出者　奥多摩町議会議員　鈴木　賢一。賛成者につきましては、提出者以外の全議員でありますので、朗読を割愛させていただきます。

奥多摩町議会議長殿。
理由　議員定数の削減に際し、今後の議会運営の障害とならないよう、町に対し一定の理解を求めたいため。
　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。本件については提出者を含む全議員が賛成者でありますので、質疑並びに討論を省略し、直ちに採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。
　日程第21　議員提出議案第５号について、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、議員提出議案第５号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第22　陳情書の受付について、を議題とします。

　請願・陳情文書表を事務局長に朗読させます。事務局長。
○事務局長（大野　　尚君）　議請願第１号　平成22年６月８日　奥多摩町議会議員殿　奥多摩町議会議長。

請願書・陳情書の受付について

　議会に提出された陳情３件について、下記のとおり受け付けたので報告する。奥多摩町議会第２回定例会。
請願・陳情文書表
　番号　陳情第１号、受付年月日　平成22年５月14日、件名　選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する意見書の提出に関する陳情、陳情人の氏名　小金井市緑町２－５－29　日本の子供の未来を・守る会　東京　淡路　若代。

　番号　陳情第２号、受付年月日　平成22年５月14日、件名　子ども手当の廃止を求める意見書の提出に関する陳情書、陳情人の氏名　同上。
番号　陳情第３号、受付年月日　平成22年５月14日、件名　人権侵害救済法の成立に反対する意見書の提出に関する陳情書、陳情人の氏名　同上。
○議長（澤本　　章君）　以上で朗読は終わりました。

　お諮りします。ただいま議題となっております陳情第１号から陳情第３号までについては、会議規則第37条の規定により所管の常任委員会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、陳情第１号及び陳情第３号については所管の総務文教常任委員会に、陳情第２号については所管の経済厚生常任委員会に審査を付託することに決定しました。今会期中に審査を終了するようお願いします。
以上で本日の日程はすべて終了しました。
　お諮りします。次の本会議の予定は６月11日となっておりますので、明日６月９日及び６月10日の２日間は休会したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、明日６月９日及び６月10日の２日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議２日目は６月11日、午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。
　大変ご苦労さまでした。
午後１時51分　散会

　地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　奥多摩町議会議長
　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　奥多摩町議会議員
